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観光振興
令和7年3月定例会｜該当テーマの発言のみを収録。質問・答弁・再質問の順序と文言を維持しています。

この資料は正式会議録から「観光振興」に関係する発言をテーマ別に抜粋したものです。省略部分は他テーマの発言です。

○１０番（崎尾亮介） ［登壇］

まず、観光振興について質問します。

この質問を通じた最終目的は、観光客と市民の共生です。現在。共生のための懸念材料が経済の分野、安心、安全の分野にあると考えてい
ます。

経済の分野における懸念材料は、観光客１人当たりの旅行支出額、いわゆる消費単価が低いことです。観光庁が公表している２０２４年４・
６月期のインバウンド消費動向調査によりますと、大分県のインバウンド旅行消費額は８３億円で、全国で１７番目です。この観光消費額
は、旅行者数と消費単価の掛け算で算出されます。旅行者数は３３万人で全国で１５番目なのに対し、消費単価は２.５万円で４４番目です。

この中での地域調査は、九州島内では福岡空港、佐賀空港、北九州空港、博多港など６海港で調査が行われており、大分空港では実施して
いないこと、日田市が大分県に属するという認識をインバウンド観光客がどれだけ持っているか定かではないため、参考値として述べます。

消費単価を伸ばすことは、観光産業の発展、ひいては日田市の持続的な発展に寄与する要因であるという認識を持っています。

次に、観光客と市民の安心、安全の面についてです。国も今後ますますインバウンド観光客を増やす方針を掲げております。観光客数の増
加に対して、先回りしてインフラ整備などの受入れ環境の整備を行うべきと考えます。報道では、オーバーツーリズムの例として京都、ニ
セコ、白川郷などの例が挙げられているのを目にし、観光客の増加による様々な弊害が出てきております。

重ねてになりますが、今後も国内外の観光客の増加が見込まれている中で、日田市として先んじて受入れ環境を整備することが肝要だと考
えます。

そこでお尋ねします。直近の観光客の消費動向の分析と今後の方向性をお示しください。

○商工観光部長（中山敏章） ［登壇］

私からは、観光振興並びに外国人の受入れについてお答えいたします。

初めに、本市における観光消費額の現状でございますが、令和５年の市内宿泊者数と日帰り観光客数に観光消費単価を乗じて得られる観光
消費額は、推計約３１５億円となっており、インバウンドを中心に観光客数が伸びている状況の中、日田市観光振興基本計画における令和
５年目標値の２３９億円を大きく上回っている状況でございます。

次に、本市における観光消費額の状況を令和４年の国内旅行における国及び大分県の観光消費単価により比較しますと、国、県、市それぞ
れで調査方法が異なりますこから、単純に比較することはできませんが、日帰り旅行につきましては県の平均を３,０００円ほど上回ってお
りますが、国の平均からは５,０００円ほど下回っている状況でございます。

また、宿泊旅行につきましては、国及び県の平均をいずれも３万円ほど下回っている状況でございます。今後、観光消費額を伸ばすための
取組でございますが、市といたしましては、本市に訪れた観光客の滞在時間の延伸や宿泊につながる取組が重要であると考えておりますこ
とから、日田温泉や天ヶ瀬温泉などへの宿泊につなげるため、夜の観光コンテンツの創出、祭りやイベントの充実、奥日田エリアの観光施
設や進撃の巨人ゆかりの地を巡る周遊観光の創出、さらに咸宜園をはじめとする歴史文化が体験できるプログラムの開発、食の魅力発信な
どを充実させるとともに、来訪者の満足度やリピーター率の向上を図っていくことで観光消費額の増加につなげてまいりたいと考えており
ます。

○１０番（崎尾亮介） ［再質問］

次に、観光振興について再質問します。

登壇でも申し上げましたように、消費単価が上がることが大事だと考えています。例えば、先ほど答弁でもいただいたように、宿泊単価を
上げても満足度が下がらないコンテンツの創出や、鵜飼や屋形船などの既存コンテンツの磨き上げ、また快適な旅を提供するため、消費促
進をするための決済方法の整備や、市政方針にも言及されていた豆田町の交通対策などの観光インフラの整備は、消費単価を上げるために
は必要なことだと考えます。

そして、その財源として宿泊税が有効だと考えております。過去の宿泊税に対する質問の回答は、「慎重な検討が必要」ということでした。
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そこでお伺いします。先日、副知事が座長を務める大分県の観光有識者会議が、大分県に対して宿泊税の導入検討を提言いたしました。市
の見解があればお示しください。

○商工観光部長（中山敏章） ［答弁］

宿泊税に対する市の見解でございます。

議員御紹介のとおり、先日、大分県観光のさらなる発展に向けた有識者会議におきまして、大分県観光の推進（タンセイ）に関する検討結
果を取りまとめ、その中で急増するインバウンドなど、新たな観光需要に対応する安定した財源確保に向けた検討が必要であり、宿泊税と
特定財源についても検討すべきであるとの報告があったと承知をしております。

この宿泊税に対する市の見解でございますけども、令和６年第３回市議会定例会における６番議員さんへの御質問に対して、宿泊税の導入
に当たりましては、課税の目的や財源の必要性と使途の明確化、費用対効果の検証に加えまして、課税対象となる宿泊者の範囲の検討、課
税に伴う宿泊者への影響や課税事務の負担に対する宿泊事業者や関係者への十分な理解を得ることができるかなど、様々な課題がございま
すことから、現時点では宿泊税の導入は考えていないということをお答えしております。

しかしながら、近年日田市におきましても、インバウンドを含めた観光客は増加傾向にございますので、新たに観光客の受入れ環境の整備
など必要になってくるということも考えられますことから、県やほかの自治体などの動きも注視してまいりたいというふうに考えておりま
す。

○１０番（崎尾亮介） ［要望］

私は、観光振興の最終的な目的は地域経済を活性化し、市民が豊かになることだと考えております。そこで、市長に要望がございます。

最近、日田市はメディアの露出が多く、先日もテレビ放送があったところです。ますます日田を訪れる方が増えることが予想されます。そ
こで、来るだけでなく、しっかりお金を使っていただき、市民の方は観光客が来ることで恩恵を感じられ、より一層の歓迎する気持ちを持
てるような経済循環の構築に励んでいただきたいと思います。

観光客と市民、環境、文化が共生するためには、相互に理解とメリットがいると考えております。市民、観光客、観光産業がウィン・ウィ
ンになれる関係性構築のため、様々な議論や実行に期待しております。よろしくお願いいたします。


